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                抄    録

 大阪女学院短期大学は、教育の情報化にむけて、e－Leami㎎開発プロジェクトに取組

んでいる。本プロジェクトの目的は、lT（情報通信埣術）を用いるための教育を新たに創

造することではなく、技術を用いて、従来から独自に開発してきた教育を新しい形へと発

展させることである。本稿では、e－Leami㎎開発にむけた大阪女学院短期大学の戦略につ

いて、過去、現在、近未来の観点から整理する。
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                            （2001年9月12日 受理）

                 Abstraot

 The proiect oi e－Leaming development at Osaka」ogakuin」unior Couege（O』」C）is pro－

ceeding．The goai oi this project is not to create new educational conten携for technology

but with technology to re－develop the original educational contents that the school h砥al－

ready created－This essay discusses the outcomes and the issues of the project from the

pe旧pectives of past，Present，and future一

Keywo池：infomation technology，project management，e－Leaming，distant education，

      web－b砥ed training system

                         （Received September12．2001）
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1．はじめに

 今日、教育支援システムとネットワーク技術を駆使した新しい遠隔教育は包括的に「e－

Leaming」と呼ばれている。コンピュータを用いたドリル型CA1システムの歴史はユ960年

代まで遡るが、1990年代以降は主に衛星通信やインターネットによる遠隔教育システムが

研究開発の中心になった。当初は、遠隔地の学習者を衛星通信で結び、講義の映像をリア

ルタイムに配信するシステム（同期型）による合同授業が主流であったが注1、インター

ネットの通信基盤が整うにつれ、サーバに蓄積された教材牽学習者がいつでも取り出せる

自学自習型システム（非同期型）が次々と開発された。特に、WBTシステム注2はインター

ネットの普及ととも急速に広がった。最近では、協調学習型のシステムや、非同期型に同

期型を織り交ぜたシステムが注目を集めている。

 一方、政策レベルでも、e－Leamingのための環境整備が着実に進められている。例えば、

政府による「e→apan重点計画」は、ネットワーク通信基盤、学習指導要嶺、教師教育、

教育コンテンツ開発について、具体的な施策を提言している（2001、行政レポート）。ま

た、大学審議会は、ここ数年のうちに大学設置基準を大きく改定した。まず、対面授業と

同様の教育効果（同時性・双方向性）を満たす場合に限り、遠隔授業による単位取得が124

単位中30単位まで認められるようになり（1997．ユ2）、次に、認定可能単位数が60単位に増

えた（ユ999．3）。更に、2000年u月の答申では、通信制に限り、卒業に必要な全ての単位

を遠隔授業によって取得することが可能となった。また、インターネットを活用した通信

教育によって取得した外国の単位の認定や、我が国の大学教育を海外に提供するための制

度の必要性が明言されている。今後、教材パッケージの国際標準規格注3が整えば、国際

的な教育コンテンツの流通は現実のものとなるだろう。

 ただし、教育を取り巻く変化の渦中において、どのような教育を社会に提供していくの

かについては、各教育機関に委ねられている。すなわち、遠隔授業、あるいは、対面授業

において、大学または短期大学がそれぞれ独自の方針をもって、教材開発、人材育成、制

度や組織の改革に取組むことが強く求められている。そこで、本稿では、e－Leami㎎開発

にむけた大阪女学院短期大学（以下、本学）の戦略について、過去、現在、近未来の観点

から整理する。

 なお、本プロジェクトの要は、役割分担によるチームワークである。そこで、本稿では、

プロジェクト運営の過程が明確になるように、著者らの用いた2つの言語（日本語・英語）

を1つに統一することを控えた。

2。本学の強みを活かすe－1しe識mimg開発

 我が国の高等教育機関におけるe－Leami㎎の実践例は、関連学会や企業セミナーを通

して数多く報告されているが、その多くは特定の教員または研究チームによる実践という

点で共通しており、e－Leamingを組織的に実践している学校は、現時点では、まだ少ない。

その要因の一つに教材作成や授業運営に伴う負担が挙げられる。e－Leami㎎を全学規模で
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実践するためには、技術の導入だけでなく、組織的な支援体制の整備が不可欠なのである。

 大学審議会答申「グローバル化時代に求められる高等教育の在り方について」（2000．11）

は、組織的な支援について次のように述べている。

 インターネット等活用授業を行うに当たっては、十分な教育効果があがるような適

切な教材の開発が不可欠である。米国やカナダなどにおいては、教材作成を支援する

センターが大学の遠隔地間の授業用の教材作成に大きく貢献していると言われてい

る。今後、我が国においても、各大学の学内における支援体制の充実とともに、大学

が共同してノウハウを蓄積し適切な教材の開発を支援する仕組みが求められる。

 教材作成支援センターは、米国やカナダの教育において、インターネットが普及する以

前から存在しており、学生の学びを組織全体で支援するという発想は特に新しいものでは

ない。一方、我が国には、これまで同様の慣習はなかったが、本学には、独白のカリキュ

ラム開発を実践してきたという実績があり、特に英語教育では、早くから組織的な支援体

制を整備してきた。英語科の共通科目はチームティーチングによって運営され注4、各チー

ムが開発する教材は常に更新される。更新ごとのビデオ撮影やオーディオテープ録音等の

教材作成の作業は膨大な量になるが、この作業はLeami㎎Resource Center（以下、LRC）

のスタッフが担い、教員は教材開発に専念できる（英語教育の詳細については4．1参照）。

また、LRC’の他にも、コンピュータやネットワークを利用する授業の技術的なサポートを

担うCA比システム準備室（以下、CALL）や、学生のリサーチ活動を指導する図書館も

同様に、授業展開と連携のとれた組織的な支援活動を展開している。

 つまり、本学においては、全学的な授業運営と支援体制が既に確立しており、このこと

はe－Leami㎎の組織的な実践のための土台となる。ここで、仮に、既存資源を出発点（第

0期）と位置付け、本学におけるe－Learn1㎎開発の戦略を段階ごとに分けると、表ユの

ように表すことができる。

表1 本学におけるe一しeaming開発の戦略

・教員チーム→LRC
・教員チーム→CALL
・教員チ］ム→図書館

・教員チーム⇔CALL

・教員チーム⇔CALL⇔LRC

・教員チーム⇔CALL⇔LRC⇔図書館

ビデオ、オーディオテープ ・LL教室
 ドリル型CA1システム    インドラネット
・検索CD－ROM       ・図書館のPC

・Web教材の開発       インターネット

・Web教材のパッケージ化   インターネット

・教育コンテンツの体系化  ・W駅システム

 第0期において、教員を中心とした組織的な授業運営と支援体制が既に整い、様々なマ

ルチメディア教材が利用されている。ただし、「教員チーム→LRC」、「教員チーム→CALL」、

「教員チーム→図書館」という縦の関係が強く、r教員チーム⇔LRC⇔CALL⇔図書館」と

いう横のつながりは弱い。そこで、e－Leami㎎開発プロジェクトにおいては、教育コンテ
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ソツの開発を進めるのと同時に、支援体制における横のつながりを強化することをめざす。

その戦略として、プロジェクトを次の3段階に分ける。

 まず、第1期プロジェクトでは、教職員の技術習得をめざす。具体的には、前半にて、

Webコンテンツ制作のノウハウを技術スタッフ（CALL，LRC）に確立し、後半にて、技

術スタッフが教員をサポートしながらWeb教材開発のノウハウを共有する。この作業を

通して、従来の教員主導型から、技術スタッフと教員のコラボレーションという新しい発

想が生まれる。

 次に、第2期プロジェクトでは、教育コンテンツの開発をめざす。具体的には、第0期

のマルチメディア教材と第1期のWeb教材をパッケージとして統合し、試験的な実施に

よる評価を行う。この作業を通して、技術スタッフと教員のコラボレーションは、より組

織化された研究開発へと発展す乱

 そして、第3期プロジェクトでは、組織的なe－Leami㎎の実践をめざす。具体的には、

教育コンテンツの体系化、WBTシステムの導入、組織的支援体制の整備に取組む。

 以下は、各プロジェクトの詳細である。

3．第1期プロジェクト

 第1期プロジェクト（平成12年度）の目的は、教職員の技術習得である。前半の成果は

既に報告した（牧野、2000）ので、ここでは、後半の成果について述べる。

3．1．教員によるWeb教材制作

  Web－based study links for class use was one area that the project team wanted to ex－

p1ore durin92000．To do so，a series oi ba5ic hype血ext markup language（htm1）work－

shops were organized for both full－time and p舳一time iaculty．The goals of these work－

shops were to expose teache肥to what can be done as pa血。f a web page，to give teach－

e㎎hands－on experience in using html，and to create a supponive atmosphere within the

school where teache帽wou1d fee1they could experiment with their own web pages．

  Three workshops were schedu1ed on December18＆19．2000and May28．2001and

for the ii制two workshops all full－time and special pah－time teache嶋were invited to at－

tend－ For the fina1workshop all fu11－time and a11part－time teache帰teaching Eng1ish

cou帽es were invited to attend，The workshops were presented bilingually using』apanese

and English by Ms．Makino who was assisted by Ms．Nagae，Ms－Ashida，and Mr．Comwell

a1ong with the CALL sta肘．

  Although only a basic workshop，paれicipants leamed a wide－range of htmL By the

end of the workshop，they had inputted text，changed screen and text colo㎎，inse血ed and

sized graphic images，inserted links to other home pages，scamed．and saved photos for

use as graphic images，created lists and tables，and，in the fi耐two wor㎞hops，been eK

posed to the use o〔rames［a way of splitting a screen into two or more separate sec一
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t1OnS．l

    Direct and indirect results o｛the wor㎏hops ca撮むe seen at＜http＝〃www．wilmina．ac．

jp／s汕dyli莉k／study1ink．html＞．As o｛September2001セhere are f1ve web pages listed mder

study links．Two have been developed by individual teachers fo〔he1r Topic Studies I

dasses while the othe〔hree have been deve1oped for classes which are offered schoo1

wide in mu肘ipie sections：

TABLε2．Current Web－based Siudy Links

Mr．Bramley

Mr．Cline

Mr．Bramley

Mr．Comwe1ド

Mr．Komatsu

奏ndividual Class

…ndjvidua〕C』ass

Scれ。ol wide

School wide

School wide

（申Ms．Warde目is currenHy doing the sched口1ed updates to the Topic Studie“l page．）

    Each o葦the above pages take a slightIy di葦ferent apProac針。 The British Education

page offers links to archives，1esson11andou槍，help wi童h your research paper，MLA wor失一

sheets，course syHabus，and resources－ The reso口rce1ink is especia蒙y interesting量n that it

provides lists of books that are availal〕le in the O」』C1ibraW on a wide ra列ge o葦topics that

are re1ated to the course such as b目11ying and drug use－

    The Energy page wi曲its塵umerous1inks provides a good sta爽ing poin室for students re－

searching energy and the environ棚ent．Topics ment1oned are：biomass energy，e莉ergy eff1－

ciency，fue1ce11 energy and hydrogen ener駆，geothermal energy，genera1environmental

informa童ion，9reen archi8ec～we／9reen design，so1ar power，transpo災ation，w銚er power，

wi訂d power，and nuclear power．“e1ntegrated Units page is similar to the E訂ergy page i莉

that…t provides1inks to topics related to the－n童egratedし葦nits：Pursuit of Peace，Science and

Religion，The Present Age＆Human Rights，and Crises of Life．

    The Topic St口dies nl p註ge provides general information歯at w111be hdpful to second

year students taking the c酊rent events－based lis辻en1ng course such as maps aDd news links

1ike BBC，CNN，ABC． ln add…tion，it provides cop…es ofぬe vocabulaW1ists，discussion

questions，and comprehension questions covered in the various室。pics．There are also

1inks to other web pages related to the topics，For examp1e，for a topic on童he Middle East

Peace Process1泊ks were provided tha室presented both the lsrae1i view a打d Palestinian

VieWS、

    丁訂e Research Methods page uses frames to presen－Mormatio莉。n a wee段1y basis in－

duding with projects and assignmen鴎．Topics covered indude how to use the libraW，

c洲。al reading，and severaい。pics dealing wi曲finding infomation（i．e．current informa一

辻ion，internet information，information in EngHsh），etc． The page also includes study lin失s
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and a section on how to write a paper

  Web－b砥ed study1inks have been created io川幅t year integrated unit classes，the li帽t

year libraW research class and ior the second year Topic Studies m dass．Two teache帽

have created pages for their individual Topic Studies I c1assesl Most of the goals men・

tioned earlier appear to have been met＿interested teache㎎were exposed to the potentiai

web pages have in education and they aiso1eamed how to create their own・web pages；

however，in spite of this on1y two teache帽have developed web－based study－inks ior their

dasses．It appears that if O」』C wants web－based study links to be developed for the majoト

ity ohts EngIish da蝪es，it will have to provide the1eade帽鉋ip and staff to do so．

3．2．技術スタッフのスキルアップ

 教員がWeb教材の開発に取組む一方で、CALLスタッフ、LRCスタッフは、Web制作

の更なるスキルアップに取組んだ。第1期前半のWeb制作では分業（CALL一：HTML柱5，

LRC：デザイン）による効率化を重視しえが（牧野；2000）、後半では、それぞれの未開

拓分野のスキルアップをめざした。

 まず、CALLスタッフは、1つ目の課題として、動画編集に取組んだ。具体的には、動

画編集ソフトを用いて、電子メール利用の啓蒙活動に用いるビデオ教材を作成した。その

結果、CALLの全スタッフによって動画編集のノウハウは共有され、業務手順として確立

した。次に、2つ目の課題として、動画クリップのWeb化に取組んだ。通常、動画をWeb

上で再生するためには、動画ファイルのサイズを最小限に抑えることが求められるが、サ

イズを小さくすればするほど画質は落ちるため、動画の種類によっては試行錯誤しながら

解像度を調節しなければならない。具体的には、LRCが撮影した動画を素材として編集し、

HTMLを用いてWeb上に動画クリップとして再生するごとに成功した。更に、3つ目の

課題として、Web素材を教材として統合することに取組んだ。教材としてのWeb制作で

は、単ドテキスト、静止画、動画、ボタン等の素材を美しく配置するだけでなく、学習者

の学びのプロセスを考慮にいれたリ・シクづけが重要となる。具体的には、既存のマニュア

ル（テキスト教材）をWeb化するという作業を通して、素材間のリンクに学習者の視点

を取り入れた。

 一方、LRCスタッフは、第1期前半では主に画像編集ソフトによるデザインに取組んだ

が、後半ではHTMLの習得をめざし、専用Webぺ一ジの制作に取組んだ。具体的には、

LRCスタッフを対象にHTMLワークショップを実施し、第ユ期前半のプロジェクトには

参加できなかったスタッフも含めて、全員で専用Webぺ一ジの制作を進めた。本来、LRC

の業務は教材作成（動画・音声の編集）であり、コンピュータとは必ずしも直結しないた

め、作業時間の確保が難しい時期もあったが、最終的には、目標を達成した（平成13年8

月）。

 これらの活動を通して、技術スタッフのスキル（Web制作、静止画・動画編集）は著

しく向上した。
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4．第2期プロジェクト

 第2期プロジェクト（平成13年度）の目的は、教育コンテンツの開発である。現在進行

中の第2期プロジェクトでは、次の成果が期待されている二

4．1．本学の英語教育とlT（情報通信技術）の役割

   The e－1eami㎎project team is continuing to1ook at the ro1e infomati㎝technology

might p1ay at0」」C．How can O」』C use its existing curriculum along with new technologies

to deve1op a new type of educational de1ive収system，one that wm help keep O』』C com－

pe舳ve among educationa1institutions？A brief review oi O』』C’s cu㎞culum wiu show what

is currenuy being done at0』』C－The review wul be fo11owed by looking at a proiect that is

examini㎎the role infomation technologymight piay at0』』C．

   At O」』C there is oniy one maior，Engiish，and it is taught usihg a content－based cuト

riculum．C1asses during the fi帽t year are integrated by having all dasses，Reading，Discus－

sion，and Academic Writi㎎，study the same topic at appmximate1y the same time．For ex－

ample，Unit One is entitled“The Pu肥uit of Peace。”ln reading dass students might read

about how the U．N．Securi1y Council operates while in Discussion c1ass they might do an

iniormation gap t砥k on various problem areas where the UN has intewened．In writing

dass they might write an essay on the process of conflict resolution．

   In the second year，as pa血。i their English studies，students take thI．ee l≡二nglish cou帽es

each semester．Topic Studies l（TSi）and Topic Studies il（TSIl）are cou㎎es that involve

writing a5－page research paper．The emphasis in each cou帽e is slighuy diHerent；TSl em－

phasizes discussion and writing，while TSH emphasizes reading and w湘ing．Topic Studies

m is a news－based listening cou帽e－Using topics chosen肚。m news broadcasts，students do

listening and discussiOn activities．

   A1though the core cun．iculum of OJ』C has not changed greatly in2001，the schedu1e

has砥0』』C went to a5－week，1〔トweek，lO一・week academic scheduIe．The initia15week

semester was designed to provide ii耐year students with a segue from high school English

dasses to the content based dasses of O」』C．It was designed to lower students affective m－

te帽and give them con1idence in using English and being in an English－speaking environ－

ment prior to having to discuss topics1ike the Nobel Peace prize and the United Nation’s

Secu㎡ty Council in English．Second year students took eiectives du1．ing the fi帽t5¶eek

semester－The Topic Studies cou帽es mentioned earlier are o肘ered during the two l（トweek

SemeSte帽、

   The web－based study link project was basically a vo1unteer program with one量acu1ty

member working with CALL and LRC sta〃to oHer the html worksho脾to the rest of the

iaculty．However，as oi June2001a iour member subcommittee（Project B team＿Ms．Kato，
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Ms．Swenson，Mr．Bramley，Mr．Comwell with Mr Chihara providing support）of the e－leam－

i㎎project team h砥been given the assignment to see what ro1e iniomation technology

might have within the cuITiculum at O」』C．

  The project team is going to examine how a merger of new technoiogy with the cuト

rent curriculum might develop something new＿a new form of education．At the begiming

ol the project the project team was given the lollowing goals：dedde upon，design，teach，

and suppoれa web－based class by the fau of2001evaluating the outcomes and suggesting

Iuture directions，

  The team held its fi献meeting on』uly4．2001and has begun to look at．some of the

technology available for web－based training．Using soitware availab1e－through＜www．

b1ackboard．com＞a dass shell has been qeated so that project membe鵬。an expe㎡ence

the difierent features that web－based training soitware oHers．Throughout the ia11oi2001

the project team wi11become iamiliar with the options available to O』』C．This wi11 not be

an easy t砥k砧there are many issues that need to be addressed and at times the issues

overlap and／or cannot be resolved in isolation，

  What i5interesti㎎to note is．that the committee does not seem to be concemed

about the technology itself．lt seems obvious that the techno1ogy is／wm be available ior

those who want to use it，The di舳。ult pa血iacing O』」C（and this project team）is in decid－

ing how the technology shouId be used in an appropriate manner given・0」」C－s cuπent

situation．To o肘er suggestions on this matter，the team．must look at di肘erent approaches

aiong with their ramifications，They will also need to provide information to the entire fac－

ully and staH on what options are available，and iind out what the iacu吋and stairs com－

mitment isto infomati㎝technologybeing used atO』』C．

4．2、教材統合と技術共有

 本学における英語教育と1T（情報通信技術）の役割について教員チームが研究を進め

るのと平行して、技術スタッフは教材統合によるWeb教材のパッケージ化に取組む。ま

た、教員チームと技術チームが協力して、Web教材パッケージの実施における評価を行

う。

 本学では、単独のマルチメディア教材は従来から活用されてきたが（第0期）、学習者

はビデオ教材あるいはオーディオテープ教材を個別に利用するため、教材開発者の意図し

た教材間の関連性について十分な気づきが実現しないという問題が指摘されていた。これ

に対して、個々のマルチメディア教材を1つのWeb教材として統合すれば、マウス操作

を通して感覚的に教材間の関連性を認識できるという効果が期待できる。また、この作業

を通して、CALLとLRCのそれぞれの得意分野（CALL：Web制作、LRC：教材制作）一を技

術スタッフ全体で共有することができる。
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5．第3期プロジェクト

  第3期プロジェクト（平成14年度以降）の目的は、組織的なrLeami㎎の実践であ糺

以下に、残された課題について、3つの観点（教育コンテンツの体系化、WBTシステム

の導入、組織的支援体制の整備）から述べる。

5．1．教育コンテンツの体系化

   As seen in the beginning of this paper，the govemment is encouraging5chools to de

ve1op separate distance education programs．They are paving the way ior entire degre鮎・to

be o肘ered online and are even encouraging the internationa1exchange of on1ine credi喰一

In the not－too－distant future O』』C must decide how it wm respond to distance education

and the new technologies．ls it something that we wi11 a趾empt to implement in orde川。

stay competitive with other schools，or is it something that O」』C is wming to ignore？

   By the year2002，O』』C wi11need to have begun addressing some o｛the fouowing iサ

sues．For example，how broad should0』』C’s on－line presence be？Shou1d the presence

consist on1y of web－based study1inks for existing classes or should0』』C attempt to teach

entire classes entire1y online？Should O』」C attempt to teach its entire cu㎞cu1um on1ine？

   Related to the above questions are ones that deal with what classes can approp㎡ately

be taught on1ine？Can classes that Iocus on speaking and－istening ski皿s such as discussion

and phonetics be ofiered successiuuy？Some might argue that detemining the appropria恰

ness of dasses wi11heip answe了whether or not the entire cun．iculum should be taught．

Othe帽might counter that there are already entire B．A．and M，A．cou帽es taught en－ire1y on－

1ine and therefore，anything can be taught ii it is in the schools best interests to do so．

    0ther issues are concemed with who we wm be teachi㎎一W洲we only teach e沈ti㎎

students？Can the technology be used to expose high5chool students to ow cu㎞culum？

Can continuing education dasses1ike our current open couege dasse5be o冊ered online？

Wm we open ouピdoo鵬”to new groups of students？1i so，is there a di肘erent application

process？ Can credit be transferred back and forth between da5ses taught at2■26－54

丁盆matsukuri and dasses taught online？

    Still other issues involve who wm be teaching these online dasses and the nature of

the c1欄es．How will oniine classes be figured into teachi㎎1oads？Wi11there be1imiお砥

to d榔size？When wm dasses be taught？Can they be譜ynchronous where students and

teache帽do not need to be online at the same time or must they be conducted in real

time where students and teache帽meet at a．set time，but the meeting is online rather than

iaceto－iace？How does the answer to asynchronous vs．rea1time classes a肘ect existing

regulations on attendance or examinations？

    ls state－oi－theart information technology．something that O』』C needs in order to remain
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competitive even if classes are never offered on1ine or does having the iatest technology

only make sense il O」』C is committed to having a fu11online presence complete with on－

line degrees and a fu11y developed online continuing education program？How wiH infoト

mation techno1ogy help O』』C eam income？

    Given the govemment’s enthusiastic acceptance oi technoiogy－delivered education，

i－e．web－b鴻ed tmining，distance education，etc．，it seems apparent that we mu5t decide

what kind ohole techno1ogy wm play in the future of O」』C－Without answering the many

questions presented earlier we wi11 not be ab1e to make a decision；however，distance edu－

cation might be a way for the school to expand its programs without wonying about1ack

oHac洲ties and iand，or enroHment1imits，Therefore，it is imperative to allocate the re

－sources necessaW to answer the prelimina収questions砧ked in this paper and move ioト

ward．

    With web－based study links bei㎎developed for individua1and school wide dasses

and with the possibilily of teache帽’developing web－based dasses，O』』C must consider

new copyright issues．O」』C must deve1op a policy that will protect the schoo1’s interests

while at the same time encouraging teache鴨’creativity and pa血icipation．0」』C’s cun－ent

copyright po－icy states：

3．4．Copyright

  （1）Am the copyrights of the Web contents included in the O』」C Web Site are re・

      selved to Osaka」ogakuin」unior Co11ege as long as the work is created for hire．

  （2）ln specia1c譜es even if the Web contents are works made for hire，the copyright

      may be transierred to the creator o‘the work．The transier of copyright b not

      valid unless the creator and Osaka Jogakuin』unior Co11ege make an agreement

      in a w舳en fom provided by the school．The agreement must be made at the

      beginning ofヰhe project・

  （3）lf a disagreement occu肥between the creatgr of Web－contents and Osaka

      』ogakuin」unior CoHege，both paれies mu…t cooperate in order to reach an agree－

      ment－If they camot reach an agreement，they must submit the issue to a pub1ic

      inStitutiOn f01．a SO1utiOn．

              （O」』C1nfomation Security Po1icy；Chapter3．Web Contents Production）

Note：this English translation is only for the convenience of the staH whose native language

      is English．The o肘icia1O」」C copyright policy is in japanese and cuπenuy states＝

第4条
  （1）

（著作権）

本学の教職員が職務上作成したWebコンテンツについて、その全ての著作権
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   は大阪女学院短期大学に帰属する。

（2）特別な状況下においては、本学の教職貝が職務上作成したWebコンテンツで

   あっても、作成者個人の著作権が認められる場合がある。この場合、あらかじ

   め本学と作成者の間で契約が交わざ札なければならない。この契約は、本学が

  指定する書式によって行わなければならない。

（3）権利の帰属に関して本学と作成者の間に紛争が生じた場合、互いに誠意をもつ

   て協議し、必要に応じて公的機関の判断により解決する。

               （大阪女学院短期大学 情報セキュリティポリシー

                     第3章Webコンテンツ制作より）

5．2，WBTシステムの導入

 本学では、第1期と第2期のプロジェクトを経て、既に多くの教員が手作りのWeb教

材を開発しており（3．エ）、WBTシステムの導入を望む声が徐々に大きくなってきている。

その意味では、第3期の早い時期にWBTシステムの導入を具体化すべきである。なお、

表3は市販されているW駅システムの一長一短を表している（平成13年9月現在）。各製

品を比較すると、現時点ではN兀一X社のXcalatがバランスよく機能を備えていると言え

るが、各社は争って製品開発を続けており、今後の開発状況を注意深く見守る必要がある。

            表3 W81’システム製品の一長一短

 また、単’にシステムを導入するだけでなく、日常的な運用体制が整って初めて、WBT

システムによるe－Leami㎎が実現する。特に、ネットワークや基幹システムの運用管理

は外部の技術者に委託することにより、本学スタッフがe－Leami㎎の運用に専念できる

ような体制を整備する必要がある。そのためには、従来の業務とe－Leam1㎎関連の業務

を明確に区別し、例えば「メディア教育開発センター」のような新たな位置付けで支援体

制が整備されることが望ましい。

5．3．組織的支援体制の整備

 大学組織の支援体制について、私立大学情報教育協会（以下、私情協）は、加盟校の一

部の大学を対象にアンケート調査を行った（2001）。調査項目は次の10項目である。
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（エ）支援の対応組織と意思決定組織

（2）教材資料の電子化

（3）教材開発

（4）ヘルプデスク

（5）PC（ノート合む）等機器管理

（6）学術脩報の提供

（7）学生へのリテラシー教育

（8）リテラシーに関するファカルティディベロップメント

（9）著作権処理関係

（10）その他

 アンケート調査によると、ほとんどの大学が共通して、（4）、（5）、（7）、すなわち、

ヘルプデスク、PC等機器管理、学生へのリテラシー教育の支援体制を整備している。し

かし、（2）、（3）、すなわち、教材資料の電子化、教材開発の支援体制については、大学

ごとに大きな差がある。ここでは、私情協によるアンケート調査の結果をもとに、各大学

における教材資料の電子化や教材開発の支援体制について、次の3段階に分類する（表4）。

  全学的な支援体制あり（○）

  教員個人の取組みのみ（△）

  全学的な支援体制なし（×）

       表4 各大学における教材資料霞子化および教材開発の支援体制

教材資料の電子化 △
中央学院大学 4，570

教材開発 ×

日本福祉大学
教材資料の電予化 ○ 専任4、派遣2、アルバイト25

5，866
教材開発 O 専任4、派遣2、アルバイト25

武庫川女子大学
教材資料の電子化 △

9，840
教材開発 ×

東京工科大学
教材資料の電予化 △

4，44王

教材開発 △

園E日学園女子大学
教材資料の電子化 ○ 専任20、アルバイト3

1，477
教材開発 ×

産能大学
教材資料の電子化 ○ 専任7、派遣2、パート1

3，043
教材開発 ○ 専任7、派遣2、パート1

国際基督教大学
教材資料の電子化 ×

3，O04
教材開発 X
教材資料の電子化 ×

大阪電気通信大学 5，400
教材開発 ×

金沢工業大学
教材資料の電子化 ○ 専任6、派遣2、アルバイト14

7，513
教材開発 ○ 専任2、派遣3、アルバイト12
教材資料の電子化 △

関西学院大学 ユ7，ユエ5

教材開発 △

教材資料の電子化 △
青山学院大学 王6，O00

教材開発 △

教材資料の電子化 △
法政大学 25，OOO

教材開発 △
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 表4が示すように、支援体制の規模は学生数と必ずしも比例せず、各大学のe－Leami㎎

開発に対する意識の高さが反映されている。仮に、本学の支援体制について、同じ基準で

評価するなら（本学の在籍学生数は平成13年9月1日現在で769人）、「△」と「○」の間

の移行期間と言えるだろう。なぜなら、情報化プロジェクトのスタッフ構成は段階的に組

織化されてきた注6とはいえ、現時点では、従来の業務との切り分けが明確にされてはいな

い。今後、プロジェクトの成果を全学に広げ、e－Leami㎎を組織的に実践していくために

は、教員、および、技術スタッフの十分な作業時間の確保が必要不可欠であ飢

 また、全学的な支援体制という意味では、英語科の教員と技術スタッフだけでなく、他

教科の教員を始め、図書館司書によるリサーチ活動の支援、外部の技術者、事務局の教務

管理を含めた包括的な組織体制が整えられなければならない。

6．おわりに

  Before a new techmlogy－centered curriculum can be developed，many oi the ques－

tions raised under5．1wi11 need to be answered．Wimiam Ho耐。n in Des敏加g1m協。sed

肋杭州g（2000）gives us some good news and bad news．He points out that WBT can save

organizations money，improve leaming through better teaching techniques，and allow

leame帽to set the pace and schedule while giving them better access to the instmctor

However，he ba1ances these positive teatures by also pointing out that initiauy WBT re－

quires more instmctor effort mtii the instructor becomes familiar with the medium（usua11y

by the third cou㎎e），and that1eame帽must put in more efioれwhich may lead to higher

drop out rates（iHeame鵬decide the dasses require too much e肘。h）．

 たしかに、e－Leami㎎は、教育効果やコストパフォーマンスというメリットが期待でき

る一方で、教員や学習者への負担というデメリットをも含んでいる。実践という意味では

我が国の先を行く米国においても成功例と失敗例の両方があり、全ての教育機関にe－

Leamingの成果が保証されているわけではない。しかしながら、本学には、教育情報化が

叫ばれる以前から、常に独自め教育を追求してきたという伝統がある。本プロジェクトの

目的は、技術を用いるための新たな教育の創造ではなく、長い時間をかけて築いた独自の

教育を、技術によって、新しい形へと発展させることである。大阪女学院短期大学は、他

国や他大学の例に惑わされることなく、自らの試行錯誤に基づき、自らの選択をすべきで

ある。

注

（ユ）衛星通信を用いた同期型システムとしては、我が国最大規模のSCS（Space Collaboration System）

  が代表的である。

（2）Web Based Traini㎎System。従来、ネットワークを利用する教育支援システムは、サーバとク

  ライアントが全てアプリケーションソフトを必要とした。これに対して、WBTシステムは、ク

  ライアントに必要な環境がWebブラウザのみであり、高いコストパフォーマンスと汎用性を

  持つ。そのため、従来型のシステムがインドラネットに閉じられた環境で用いられることが多
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  かったのに対して、WBTシステムは、インドラネットとインターネットの両方で用いられるケー

  スが多い。

（3）国内の標準化団体としては、先進学習基盤協議会（ALlC）が、国外の団体としては、AlCC（Avia－

  tion lndus岬CBT Committee）、lMS（lMS Global Leaming Consortium lnc）、lEEE LTSC（Leaming

  Technology Standards Committee）、ADL（Advanced Distributed Leaming）、lSO（lntemationa1

  Standards Organization）／lECが共同で作業を進めている。最近では、教材パッケージのインター

  フェイスに関する規格（SCOM）の整備が進められている。

（4）例えば、英語科の共通科目（ユ年次）としては、「Readi㎎」、「Discussion」、「Academic W舳㎎」

  の3科目が3人の教員によるチームティーチングで運営され、「音声学」、「文法」の各教員が

  これをサポートするという体制が確立している。

（5）HyperText Ma欣up La㎎uage．Webぺ一ジ作成のための言語。Webぺ一ジの情報（テキスト、静

  止画、動画、音声）の色、サイズ、レイアウト等を指定してWebブラウザに表示させる。

（6）プロジェクトのスタッフ構成は、以下のように、段階的に組織化された。

【第1期前半】（平成12年5月～7月）

 責任者：山下辰夫

  リーダー：牧野由香里

 ・CALL：長江安佐子、水田智子

 ・uミC：芦田佳世子、柿本衣美子

 ・広報：武田由喜子、田中一江

 ・学生ボランティア、学生アルバイト

【第1期後半】（平成12年9月～平成13年3月）

 情報化推進委員会委員長 山下辰夫

 ・教員リーダー：Steve Comwe11

 ・CALL：長江安佐子、水田智子、合田レイ子

 LRC：芦田佳世子、井上聖子、柿本衣美子、山森貴子

 ・全体サポート：牧野由香里

【第2期】（平成ユ3年4月～平成ユ4年3月）

 メディア教育開発委員会委員長 山下辰夫

 Aチーム（事務）’：安里仁、落谷正教、橋本誠一、川崎淳子

 Bチーム（教員）：智原哲郎、加藤映子、Tamara Swenson，David Bram1ey，Steve Comwe11

  Cチーム（技術）：長江安佐子、芦田佳世子、井上聖子、水田智子、柿本衣美子、山森貴子、

  上仁幹子、中山雅子、牧野由香里
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